
（参考資料）

関係法令

○国家公務員法（昭和22年法律第120号）（抄）

（秘密を守る義務）

第百条　職員埠、職務上知ることのセきた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

といえども同様とする。

②T⑤　（略）

第百九条　次の各亘のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金

に処する。

一～十一　（略）

十二　第百条第一項若しくは第二項又は第百六条の十二第一項の規定に達反して秘密を

漏らした者

十三～十八　（略卜

第百十一条　第百九条第二号より第四号まで及び第十二号又は前条第一項第一号、第三号

から・第七号まで、眉九号から第十五号まで、第十八号及び第二十号に掲げる行為を企て、

命じ、故意にこれを容認し、そそのかし又はそのほう切をした者は、それぞれ各本条の
刑に処する。
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○自衛隊法（昭和29年法律第165号）（抄）

（防衛秘密）

第九十六条のこ　防衛大臣は、自衛隊についての別表第四に掲げる事項であって．、公にな

っていないも■ののうち、我が国の防衛上特に秘匿することが必要であるもの（日米相互

防衛援助協定等に伴う秘密保護法（昭和二十九年法律第百六十六号）第一条第三項に規

定する特別防衛秘密に該当するものを除く。）を防衛秘密として指定するものとする。

2　前項の規定による指定は、・次の各号のいずれかに掲げる方法により行わなければなら

ない。

一　政令で定めるところにより、前項に規定する事項を記録すろ文書、・図画若しくは吻

件又は当該事項を化体する物件に標記を付すこと。

二　前項に規定する事項の性質上前号の規定によることが困難ゼある場合において、政

令で定めるところ隼より、◆当該事項が同項の規定の適用を受けることとなる＿旨を当該

事項を取り扱う者に通知すること。

3　防衛大臣は、自衛隊の任務遂行上特段の必要がある場合に限り、国の行政機関の職員

のうち防衛に関連する職務に従事する者又は防衛省との契約に基づき防衛秘密に係る物

件の製造若しくは役務の提供を業とする者に、政令で定めるところにより、防衛秘密の

取扱いの業務を行わせることができ．る。

4　防衛大臣は、第一項及び第二項に定めるもののほか、政岳で定めるところにより∴第

二項に規定す・る事項の保護上必要な措置を黄ずるものとする。

第百二十二条　防衛秘密を取り扱うことを業務とする者がその業務により知博した防衛秘

密を漏らしたときは、五年以下の懲役に処する。防衛秘密を取り扱うことを業務としな

くなった後においても、同様とする。

2　前項の未遂罪は、・罰する。

3　過失により、第一項の罪を犯した者は、一年以下の禁錮■又は三万円以下の罰金に処す

る。

4　第一項に規定する行為の遂行を共謀し、豪唆し、又は煽動した者は、三年以下の懲役

に処する。

5　第二項の罪を犯した者又は前項の罪を犯．した者のうち第一項に規定する行為の遂行を

共謀したものが自首したときは、その刑を減軽し、又は免除する。

6　第一項から第四項までの罪は、刑法第三条の例に従うゞ

別表第四　（第五十六条の二関係）

十自衛隊の運用又はこれに関する旦屠り若しくは計画若しくは研究
二　防衛に開し収集した恵波情報、画像情報その他の重要な情報

三　前号に掲げる情報の収集整痩又はその能力

四　防衛力の整備に関する見積り若しくは計画又は研究

五　武器∴弾薬、．航空機その他の防衛の用に虜する物．（船舶を含む。第八号及び第九号

において同じ。）の種類又は数量

六　防衛の用に供する通信網の構成又は通信の方法
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七■　防衛の用に供する暗号

八　武由、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階の

ものの仕様、性能又は使用方法

九　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階の

ものの製作、検査、修理又は試験の方法

十　防衛の用に供する施設の設計、性能又は内部の用途（第六号に掲げるものを除く。）

○自衛隊法施行令（昭和29年政令第179号）（抄）

（標記の方法）

第百十三条の二　法第九十六条の二第二項第一号の規定による標記は、別表第十一に掲げ

る様式に従い・同条第一項に規定する事項を記録する文書、図画若しくは物件又は当該

事項を化体する物件の見やすい箇所に、印刷、押印又は刻印その他これらに準ずる確実

な方韓により付さなければならない。土の場合において、t当該文書、図画又は物件のう

ち同項に規定する事項を記鋸し、又は化体する細分を容易に区分すること‘ができるとき

は、－当該標記は、当該部分に付さなければならない。

（通知の方法）

第百十三条の三　法第九十六条の二第二項第二号の規定による通知は、同条第一項に規定

する事項を酵定して記載した書面により行わなければならない。

（他の行政機関における防衛秘密の取扱いの業務）

第百十三条の四　防衛大臣は、防衛省以外の国の行政機関の職員のうち防衛に関連する職

務に従事す■る者に防衛秘層の取扱いの業務を行わせるときは、次に掲げる事項について、

あらかじめ、当該行政機関の長と協議するものとする。

一　防衛秘密め取扱いの業務を管理する者の指名に関すること。

二　蘭衛秘密の取扱いの業務に従事する職員の範囲の指定に関すること。

三　防衛秘密に係る文書、図画又は物件の作成、運搬、交付、保管、廃棄その他の取扱

いの手続に関すること。

四　防衛秘密の伝達（文書、図画又は物件の交付以外の方法によるものに限る。以下こ

の節において同じ。）の手続に関すること。

五　防衛秘密の取扱いの業務の状況の検査の実施に関すること。

六　当該行政機関以外の者への防衛秘密の提供の制限に関すること。

七　防衛秘密の漏えいその他の事故が生じた場合の措置に関すること。

八′　前各号に掲げるもののほか、防衛秘密の保護上必要な措置に関すること。

（契約業者における防衛秘密の取扱いの業務）

第百十三条の五　防衛省との契約に基づき防衛秘密に係る物件の製造又は役務の提供を業

とする者（次項及び第百十三条の十一において「契約業者」という。）は、次に掲げる

基準に適合していなければならない。

一　防衛秘密の保護上必要な措置に関し役員及び職員が遵守すべき規則を定めているこ
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と。

二　防衛秘密の取扱いの業務を管理する者を選任していること。

三　防衛秘密の取扱いの業務に従事する役員及び職員に防衛秘密の保護上必要な措置に

’関する教育を行っていること。・

四　防衛秘密に係る文書、図画又は物件を保管するための施設設備その他防衛秘■密の保

護上必要な施設設備を設置していること。

2　契鹿業者との契約においては、次に掲げる事項を定めなければならない。

一　防衛秘密の取扱いの業務に従事する役員及び職員の範囲の指定に関すること。

二　防衛秘密に係る文書、図画又は物件の作成、・運搬、交付、保管、廃棄その他の取扱

いの手続に関すること。

三　防衛秘密の伝達の手簡に関すること。

四　防衛秘密の取扱いの業務の状況の検査の実施に関すること。

五　当該契約業者以外の者への防衛秘密の提供の制限に関すること。

六■防衛秘密の漏えいその他の事故が生じた場合の措置に関すること。

七　前各号に掲げるもののほか、防衛秘密の保護上必要な措置に関すること。

（防衛秘密管理者）

第百十三条の六　防衛大臣は、防衛省の職員のうちから、防衛秘密の取扱いの菓務を管理

・する者（以下この節において「防衛秘密管理者」という。）を指名するものとする。

（防衛秘密の指定に伴う措置）

第百十三条の七　防衛大臣は、法第九十六条の二第一項に規定する事項を防衛秘密として

指定したときは、指定に関する記録を作成するとともに、防衛秘密として指定した事項

を当該事項に係る防衛秘密管理者に通報するものとする。

（防衛秘密の表示）

第百十三条の八　防衛秘密管理者は、法第九十六条の二第一項に規定する事項が防衛秘密

・七して指定された場合において、第百十三条ゐ二の規定により標記が付されたもの以外

に当該防衛秘密として指定された事項を記録する文書、図画若しくは物件文は当該事項

を化体する物件があ′るときは、当該文書、図画又は物件に、同条の規定の例により、防

衛秘密の表示をす・る措置を講‘・じなければならない。ただし、当該物件の性質上表示をす

ることが困難である場合は、この限りでない。

（防衛秘密の周知）・

第百十三条の九　防衛秘密管理者は、法第九十六条の二第一項に規定する事項が防衛秘密

として指定されたときは、当該事項の取扱いの業務に従事する防衛省の職員にその旨を

周知させなければならない。

（職員の範囲の指定）

第百十三条の十　防衛秘密の取扱いの業務に従事する防衛省の職員の範囲は、防衛秘密管
理者が定め－る。

（他の行政機関等における防衛秘密の取扱いの業務に伴う措置）

第百十三条の十「■防衛大臣は、防衛省以外の国の行政機関の職員のうち防衛に関連する
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職務に従事する者又は契約業者に防衛秘密の取扱いの業務を行わせるときは、防衛秘密

管理者に防衛秘密に係る文書、図画若しくは物件を交付させ、又は防衛秘密を伝達させ

るものとする。

2　前項の交付又は伝達は、防衛秘密として指定された事項を特定して行うものとする。

、（防衛秘密が要件を欠くに至った場合の措置）

第百十三条の十二　防衛大臣は、防衛秘密として指定した事項が法第九十六条の二第一項

に規定する要件を欠くに至ったときは、速やかに、当該事項に係る防衛秘密管理者に当

該事項が防衛秘密でなくなった旨を通報するものとする。

2　前項の通報を受けた防衛秘密管理者は、直ちに、当該通報に係る事項を記録する文書、

図画若しくは物件又は当該事項を化体する物件に付された第百十三条の二の規定による

標記及び第百十三条の八の規定による表示を抹消する措置を蕎ずるとともに、当該事項

の取扱いの農務に従事する防衛省の職員及び前条第一項の規定により当該事項に係る文

書、図画若しくは物／件を交付し、又は当該事項を伝達した相手方に当該事項が防衛秘密

でなくなった旨を周知させなければならない。

（防衛秘密の取扱いの管理のための措置）

第百十三条の十三　防衛秘密管理者は、第百十三条の八から南条までに規定するもののほ

か、防衛大臣の定めるところにより、防衛秘密に係る文書、図画又は物件の作成、運搬、

交付、保管、廃棄その他の取扱い及び防衛秘密の伝達を適切に管理する・ための措置を講

．じなければならない。

‾（委任規定）

第百十三条ゐ十四　この節に規定するもののほか、防衛秘密の保茸上必要な措置に関する

細目は、防衛大臣が定める。
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○日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法′（昭和29年法律第166号）（抄）

（定義）

第一条　この法律に‘おいて「日米相互防衛援助協定等」とは、日本国とアメリカ合衆国と

の問の相互防衛援助協定、日本国とアメリカ合衆国との間の船舶貸借協定及び日本国に

対する合衆国艦艇の貸与に．関する協定をいう。

2　土の法律において「装備品等」とは、船舶、航空機、武器、弾薬その他の装備品及び

資材をい・う。

3　この痕律において「特別防衛秘密」とは、左に掲げる事項及びこれら．の事項に係る文

書、図画又は物件で、公になっていないものをいう。

‾　日米相互防衛援助協定等に基き、アメリカ合衆国政府から供与された装備品等につ

いて左に掲げる事項

イ　構造又は性能

口　裏作、保管又は修理に関する技術

ハ　使用の方法　　　　　　t

ニ‘品目及び数量

二　日米相互防衛援助協定尊に基き、アメリカ合衆国政府から供与された情報で、装備

品等に関する前号イから八までに掲げる事項に関するもの

（特別防衛秘密保護上の措置）

第二条　特別防衛秘密を取り扱う国の行政機関の長は」政令で定めるところにより、特

別防衛秘密，について、．療記庖附し、関係者は通知．する等特別防衛秘密の保護上必要な掩

置を講ずるものとする。

’（罰則）

舞三条　左の各号の一に該当する者軋十年以下の懲役に処す．る。

‾　わが国の安全を害すべき用途に供する目的をもらて、又は不当な方法で、特別防衛

秘準を探知し、又は収集した者

二　わが国の安全を害する目的を・もって、特別防衛秘密を他人に漏らした者

三　億別防衛秘密を取り扱うことを業務とする者で、その業務により知得し、又は領有
した特別防衛秘密を他人に漏らしたもの1

2　前項第二号女は第三号に該当する者を除き、特別防衛秘密や他人に漏らした者は、五
年以下の懲役に処する。

3　前二項の、未遂罪は、罰する。

第四条　特別防衛秘密を取り扱うことを業務とする者で、その業務により知得し、又は裔

・有－した特別防衛秘密を過失により他人に漏らしたものは、二年以下の禁こ又は五万円以
下の罰金に処する。

2　前項に掲げる者を除き、業務により知得し、又は領有した特例防衛秘密を過失により

他人に漏らした者は、・一年以下の禁こ又は三万円以下の罰金に処する。

第五条　第三粂第一項の罪の陰謀をした者は、五年以下の懲役に処する。

2　第三条第二項の罪の陰謀をした者は、三年以下の懲役に処する。
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3　第三条第一項の罪を犯すことを教唆し、草はせん動した者は、第一項と同様とし、同

条第二項の罪を犯すことを教唆し、又はせん動した者は、1前項と同様とする。

4　前項の規定は、教唆された者が教唆に係る犯罪を実行した場合において、刑法（明治

▲四十年法律第四十五号）総則‘に定める教唆の規定の適用を排除するものではない。

（自首減免）

第六条　第三舜第一項第一号若しくは夢三項女は前条第二項若しくは第二項の罪を犯した

者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除する。

（この法律の解釈適用）

第七条　この法律の適用にあたっては、これを拡張して解釈して、国民の基本的人権を不

当に侵害するようなこ七があってはならない。

○日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法施行令（昭和29年政令第149号）（抄）

（秘密区分）

第一条　日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保護法第一条第三項に規定する特別防衛秘密

は、その秘密の保護の必要度に応じて、、機密、極秘又は秘のいずれかに区分しなければ

ならない。

2　前項の「機密」とは、秘密の保護が最高度に必要であって、その漏えいが我が国の女

全に対し、特に重大な損害を与えるおそれのあるものをいう。　　　　　し

3　第一項の「極秘」とは、’秘密の保護が高度に必要であって、・その漏えいが我が国の安

全に対し、重大な損害を与えるおそれのあるものをいう。．

4　第一項の「秘」とは、秘密の保護が必要であって、機密及び極秘に該当しないものを

いう。

（秘密区分の指定、変更及び解除）

第二条　国の行政機関（内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十

九条第一項及び第二項に規定する機関並びに国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二

十号）第三条第二項に規定する機関をいう。以下同じ。）の長（以下「各省庁の長」と

・いう。）で、アメリカ合衆国政府から特別防衛秘密に属する事項又は文書、図画若しく

は物件の供与を受けたものは、その▼特別防衛秘密につき、前条に規定する秘密◆区分の指

定を行わなければならない。－

2　前項の国の行政機関の．長は、同項の規定によ▲り指定した秘密区分を変更することが．で

きる。

3　第一項の国の行政棟関の長は、特別防衛秘密として秘匿する鱒要がなくなったとき、

又は公になったものがあるときは、その部分に限り、速やかに、秘密区分の指定を解除

しなければならない。

4　第一項の国の行政機関の長は、特別防衛秘密について、前三項の規定により秘密区分

を指定し，変更し、又は解除したときは、必要に応じ、その旨考関係行政機関に通知し
なければならない。

（標記）
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第三条　各省庁の長は、その取り扱う特別防衛秘密に属する文書、周画又は物件につき、

これらが特別防衛秘密に属し、かつ、機密、極秘又は秘のいずれかに区分されている旨

の標記をしなければならない。

2各省庁の長は、前条第二項若しくは第三項の規定により秘密区分を変更し、若しくは

解除し、又は同条第四項の規定ノによる秘密区分の変更若しくは解除の通知を受けたとき

は、・速やかに、前項の雫記を変更し、又は抹消しなければならない。

3　第一項の標記の様式は、別記様式のとおりとするこ

（通知）

第四条　各省庁の長は、その取り扱う特別防衛秘密に属する事項又は特別防衛秘密に属すノ

る文書、図画若しくは物件であって、前条の規定による腰記ができないもの若しくは標

記をすることが適当でないものについては、関係者に対し、文書又は口頭により、これ

’が特別防衛秘密に属し、かつ、機密、極秘又は秘のいずれかに区分されている旨の通知
をしなければならない。

2　各省庁の長は、第二条第二項若しくは第三項の規定により秘密区分を変更し、若しく

は解除し、又は甲条第四項の規定による秘密区分の変更若しくは解除の通知を受けたと

きは、必要に応じ、速やかに、その旨を関係者に対し、一文書に．より、通知しなければな
らない。

（掲示）

第五条　各省庁甲長は・その管理する施設内にある特別防衛秘密に属する物件について、

必要があるときは、その物件に近接してはならない旨の掲示を行うものとする。

（委託中たおける特別防衛秘密保護上の措置）＿

第六条　各省庁の長は、その取り扱う特別防衛秘密を製作、修理、実験、調査研究、．複製

等のため政府機関以外の者に委託する場合は、委託中における秘密の漏え■いの危険を防

止するため、契約条項に秘密保持に関する規定を設ける等必要な措置を講じなければな
らない。

（特別防衛秘密保護上の措置の実施細目）

第七条　第二条から前条まで、に規定するもののほか、各省庁の長は、その取り扱う特別防

衛秘密に属する阜項又は特別防衛秘密に属する文書、図面若しくは物件の複製、送達、

伝達、接受、保管、破棄等その取扱いに開し、特別防衛秘密の保護上必要な措置を講じ
なければならない。

2　前項に規定する特別防衛秘密の保護上必要な措置の実施細目については、各省庁の長

が定める。
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0日本国とアメリカ合衆国との問の相互協力及び安全保障条約第六条に基づく施設及び区

域並びに日本由における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う刑事特別法（昭和27

年法律第138号）（抄）

一（定義）

第一条　この法律において「協定」とは、日本国とアメ1リカ合衆国との間の相互協力及び

安全保障条約第六条に基づく魔設革び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関

する協定考いう。

2　この法律において「合衆国軍隊」とは、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及

び安全保障条約に基づき日本国にあるアメリカ合衆国の陸軍、空軍及び海軍をいう。

3　この法律において「合衆国軍隊の構成員」、「軍属」又は「家族」とは・協定第一琴
に規定する合衆国軍隊の構成員、軍属又は家族をいう。

（合衆国軍隊の機密を侵す罪）

第六条　合衆国軍隊の機密（合衆国軍隊についてめ別表に掲げる事項及びこれらの事項に

係る文書、図画若しくは物件で、公になっていないもの・をいう。以下同じ。）を、合衆

・国軍隊の安全を害すべき用途に供する目的をもって、又は不当な方‾法で、琴知し∴又は
収集した者は、十年以下の懲役に処する。

2　合衆国軍隊の機密で、通常不当な方法によらなければ探知し、又は収集することがで

きないようなものを他人に漏らした者も、前項と同棲とする。∴

3　前二項の未遂罪は、罰する。

第七条儲条第一項又は第二項の兎の陰謀をした者は、五年以下の懲役に処する。

2　前条第一項又は第二項の罪を犯すことを教唆し、又はせん動した者も、前項と同様と
する。

3　前項の規定は、教唆された者が、教唆に係る犯罪を実行した場合において・、刑法総則

l；定■める教唆の規定の適用を排除するものではな・い。

第八条　裔六条第一項の罪、同項に係る同条第三項の罪草は同条第一項に係る前条第一項

の罪を犯した者が自首したときは、そり刑を減軽し、又は免除する。

別表

一　防衛に関する事項

イ　防衛の方針若しくは計画の内容又はその実施の状況

口　部隊の隷属系統、部隊数、部隊の兵員数又は部隊の装備

ハ・部隊の任務、配備又は行動

二　部隊の使用する軍事施設の位置、構成、設備、性能又は強度

ホ　部隊の使用する艦船、航空機、兵器、弾薬その他の軍需品の種類又は数量

二　編制又は装備に関する事項

イ　編制若しくは装備に関する計画の内容女はその琴施の映沢

口　編鹿又は装備の現況

ハ　艦船、航空機、兵器、弾奏その他の軍需品の構造又は性能

三　運輸又は通信に関する事項
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イ　軍事輸送の計画の内容又はその実施の状況

口　軍用通信の内容

ハ　軍用暗号
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ヽ

○不正競争防止法（平成5年法律第47号）（抄）

（定義）

第二条　この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。

一～六　（略）

七　営業秘密を保有する事業者（以下「保有者」という。）からその営業秘密を示ざれ

た場合において、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を和える目的で、

その営業秘密卑使用し、又は開示する行為

八～十五　（略）

2～5　（略）

6　この法律において「営業秘密」とは、秘密として管理されている生産方法、販売方法

その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないも
のをいう。

7～10（略）

（罰則）

第二十一条　次の各号のいずれかに該当する者は、十年以下の懲役若しくは千万円以下の

罰金に処し、又はこれを併科する。

‾　不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、詐欺等行為（人

を欺き、人に暴行を加え、又は人を脅迫する行為をいう。以下この条において同じ。）

女は管理侵害行為（財物の窃取、儲設への侵入、不正アクセス行為（不虚アクセス行

・為の禁止、等に関する法律（平成■十一年法律第百二十八号）第三条に規定する不正アク

セス行為をいう。）その他の保有‘者の管理を害する行為をいう。以下こめ条において

同じ。）により、営棄秘密を取得した者

二廟欺等行為又は管理侵害行為により取得した嘗業秘密を、不正の利益を得る目的で、

又はその保有者に損害を加える目的で、使用し、又は開示した者

三　営業秘密を保有者から示された者であって、不正の利益を得る目的で、又はその保

有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、次のいずれかに
掲げる方法でその営業秘密を領得した者

イ　営業秘密記録媒体等（営業秘密が記載され、又は記虚された文書、図画又は記録

・媒体をいう。以下この号において同じ。）又は営業秘密が化休された物件を横領す

ること。

ロ　営業秘密記録媒体等■の記載若しくは記録について、文は営業秘密が化休された物

件について、その複製を作成すること。

ハ　営業秘密記録媒体等の記載又は記録であうて、消去すべきものを消去せず、かつ、

当該記載又i享記録を消去したように仮装すること。

四　営業秘密を保有者から示された者であって、－その営業秘密の管理に係る任務に背い

－て前号イからハまでに掲げる方法により領得した営業秘密を、不正の利益を得る目的

で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、

使用し、又は開示した者
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五　営業秘密を保有者から示されたその役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する

社員、監事若しくは監査役又はこれらに準ずる者をいう。堺号において同じ。）又は

従業者であって、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害・を加える目的で、

その営業秘密の管理に係る任務に背き、その営業秘密を使用し、又は繭示した者（前

号七掲げる者を除く。．）

六　営業秘密を保有者から示されたその役員又は従業者であった者であって、不正の利

益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、－その．在職中に、その営業秘

密の管理に係る任務に背いてその営業秘密の開示の申込みをし、又はその営業秘密の

使用若しくは開示について請託を受けて、その営業秘密をその職を退いた後に使用し、

又は開示した者（第四号に掲げる者を除く。）

七　不正甲利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加え．る目的で、第二号又は前三

号の罪に当たる開示によらて営業秘密を取得して、その営業秘密を使用し、又は開示

・した者

2・3　（喝）

4　第一項第二号又は第四号から第七号までの罪は、詐欺等行為若しくは管理侵害行為が

あった時又は保有者から示された時に日本国内において管理されていた営業秘密につい

て、日本国外においてこれらの罪を犯した者にも適用する。

5～7　（略）

第二十二条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使軍人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前条第一項第一号、1第二号若しく．は第七号又は第二項に掲げ

る規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して三億円以下の

▼罰金刑を、その人に対して本条の罰金刑を科する。

2　前項の場合において、当該行革者に対してした前条第一項第「号、第二号及び第七号

並びに第二項第五号の罪に係る同条第三項の告訴は、その法人又は人に対しても効力を

・生じ・その法人又は人に対してした告訴は、当該行為者に対しても効力を生ずるものと

するム

3　第‾項の規定により前条第一項第一号・第二号若しくは第七号又は第二項の違反行為

につき法人又は人に東金刑を科する場合における時効の期間は、これらの規定の罪につ

いての時効め期間による。
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